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堺市のプロフィール ①

堺市のエリア特性

 堺市は、関西圏2千万人の巨大消費地のほぼ中心に位置しており、海外・国内主要地域へのアクセス性が
極めて高い陸・空・海の交通ネットワークを有する

 平成31年度に開通予定の阪神高速道路大和川線により、利便性はますます高まる見込み
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 大規模製造業、中小企業製造
業団地が立地する産業地域

 近年では、環境関連産業や
大規模物流施設の集積が進む

 古くからの市街地で、商業、
業務地が形成

 北部、南部には機械・金属
関連の工業集積地も存在

 毛穴地区、美原地区には
中小企業を中心とした
工業集積地が形成

 新大阪に直結する大阪メトロ
御堂筋線の沿線には、商業・
業務地が形成

 1960年代後半以降に開発され
た住宅地(泉北ニュータウン)

 大阪府で生産量第一位を誇る
農業地域

2
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4
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関西国際空港

堺泉北港



堺市のプロフィール ②

人口総数 83万1,373人 製造品出荷額等 3兆2,471億円

世帯数 35万6,549世帯 市内総生産(名目) 3兆883億円

面積 149.82㎢
海上貨物

(堺泉北港)

輸移出量 2,324万㌧

人口密度 5,549 /㎢ 輸移入量 5,085万㌧

• 中世には自治都市として
繁栄し「東洋のベニス」とも称
される

• 1550年には
イエズス会の
宣教師、
ザビエルが来堺

堺市の概要 堺市はこんなところ

• 人口総数、世帯数、面積、人口密度は、平成30年8月1日現在の数値
• 製造品出荷額等は、「平成28年経済センサス‐活動調査」の数値
• 市内総生産は、「平成26年度堺市民経済計算」の数値
• 輸移出量及び輸移入量は、「平成28年大阪府港湾統計」の数値
• 堺泉北港は、特定重要港湾に指定

⁃ 行基 –民衆の救済に生涯をささげた大僧正-

⁃ 千利休 -茶道を大成したわび茶の祖-

⁃ 与謝野晶子 -短歌とともに生きた「情熱の歌人」-

 堺の歴史

 堺で受け継がれる匠の技

百舌鳥古墳群築造や鉄砲鍛冶などにより

培われた匠の技は、刃物や自転車をはじめとする

伝統産業に受け継がれている

 堺が誇る偉人

• 鍵穴のような形の前方後円墳

• 甲子園球場約12個分の広さは、
5世紀の人力で1日最大2千人が
働いても15年8カ月
かかると言われており、
当時の「大王」の権力が
絶大だったことがわかる

• 種子島に伝来した鉄砲は堺で作られ広まる

• 南蛮渡来のタバコが栽培され、葉を刻む包丁の需要が増えたため、
堺製のタバコ包丁がその切れ味の鋭さから 一世を風靡

• 現在も和包丁の多くは堺でつくられ続けており、
日本のプロの板前の90%以上がメイドイン堺の
包丁を使っているとも言われている

• 金属加工の豊かな経験と高度な技術は、自転車の
フレームやパーツ製作に活かされている
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⁃ 仁徳天皇陵古墳のある街 ⁃ 貿易都市として栄えた街

⁃ 鉄砲・包丁・自転車

堺市の取組み

 環境モデル都市・堺
• 平成21年1月に選定

• 「クールシティ・堺」の実現を目指し、

「産業構造の転換」「都市構造の変革」

「環境文化の創造」を基本的な視点と

して、様々な温室効果ガス削減に向けた取組を推進

 SDGs未来都市・堺
• 平成30年６月に選定

• 選定された全国29都市の１つで、関西では２団体

• 持続可能な社会の実現に向けた取組を推進



堺市のプロフィール ③
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従業者（政令市平均）

従業者（堺市）

建設業 製造業 運輸・通信業
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(平成28年経済センサス－活動調査)

堺市の産業構造
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人口一人あたり製造品出荷額等

人口一人あたり製造品出荷額等

政令市中 第1位
ものづくりのまち

堺

堺市の観光ビジター数

 平成29年度の観光ビジター数は1,056万人となり、調査開始以来

初めて1,000万人を突破

 外国人宿泊者数は24万人となり、５年で6倍に

泉州地域9市4町と「関西エアポート」など
民間企業等が連携し、H30.4月に

一般財団法人KIX泉州ツーリズムビューローを設立

⇒ 戦略的 な 観光誘客 を推進
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堺市の地価

 地価公示(住宅地)では、全国や大阪府が横ばいの中、堺市は

５年連続で上昇

＜ 住宅地の地価(地価公示)の対前年平均変動率(過去5年間) ＞

 地価公示※(商業地)では、大阪府において中百舌鳥(+19.6％)が

上昇率第７位にランクイン！

 基準地価格※(H30)の市区町村別上昇率では、大阪府内において堺市
北区が+4.3％で第１位

(大阪府内の上昇率上位10地点のうち中百舌鳥をはじめ堺市北区にある５地点がランクイン)

※地価公示…国土交通省実施の地価調査(価格時点１月１日)

H26 H27 H28 H29 H30

堺市 +0.2 +0.2 +0.3 +0.6 +1.2

全国 ▲0.6 ▲0.4 ▲0.2 0.0 +0.3

大阪府 ▲0.2 ▲0.1 0.0 0.0 +0.1

(単位：%)

※基準地価格…都道府県実施の地価調査(価格時点７月１日)
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堺市のプロフィール ④

 将来推計人口…本市の出生率：1.43(2013年)が今後も継続し、社会減となっ
た2013、2014年の傾向が今後も続くと仮定して推計

 推計パターン①…本市の出生率：1.43(2013年)が今後も継続し、社会増減を
0と仮定して推計

 推計パターン②…若い世代の結婚・子育てに関する希望が実現された場合の国の
将来展望での出生率の推移(2020年に1.6程度、2030年に1.8程度、2040年
に人口置換水準である2.07)を用いるとともに、社会増減を0と仮定して推計
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将来推計人口 推計パターン① 推計パターン②(人)

84.2万人

83.9万人

国勢調査確定値

② 「安心して子どもを
産み育てられる
環境」が実現！

2015年人口 2040年人口 人口減少率

堺市 84 72 14.3%

大阪府 884 750 15.2%

国 12,711 10,728 15.6%

(注) 人口減少率は、2015年から2040年までの減少率

2015年人口は、2015年国勢調査確定値による

(単位：万人)

【 2015年 】

(平成27年度国勢調査)

今後の人口推移 人口減少率

年齢区分別人口

 子育て支援の充実など定住人口の増加を図る取組を推進することで、人口減少による影響を抑制

国や大阪府と比べ、人口減少率は 緩やか

(堺市まち・ひと・しごと創生総合戦略)

＜推計の前提条件＞

① 「住み続けたい
まち」が実現！
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国や20政令市平均と比べ、年少人口の割合が 多い

推計
パターン①
73.1万人

推計
パターン②
76.3万人

将来推計人口
72.0万人



堺市の市政運営について



本市まちづくりの基本指針

 平成23年3月、今後10年間の市政の基本指針となる堺市マスタープラン「さかい未来・夢コンパス」を策定

 めざすべき将来像の実現に向け、「堺・3つの挑戦！」という重点プロジェクトに加え「市民が安心、元気なまちづくり」
及び「都市内分権の推進」に取組む

 なお、これらの取組は持続可能な社会の実現をめざすSDGs推進の方向性と合致

堺・3つの挑戦

定住人口の
増加

子育てのまち堺・
命のつながりへの挑戦！

生涯安心のまち実現プロジェクト

子どもから高齢者まで、全ての人が生涯にわたって安心して暮らせる

環境が整った、誰もが「住み続けたい」と願うまちの実現をめざす

誇りを持てるまち実現プロジェクト

歴史文化を礎に内外に都市魅力を発信し、市民が「誇り」

を感じる「趣き」があり、全国・世界の人々が「憧れ」を抱く

「賑わい」のあるまちの実現をめざす

歴史文化のまち堺・
魅力創造への挑戦！

交流人口の
増加

未来につながるまち実現プロジェクト

環境と産業が調和し、ともに発展する、世界のモデルとなる

先駆的な低炭素都市の実現をめざす

匠の技が生きるまち堺・
低炭素社会への挑戦！

企業の誘致
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市民が安心、元気なまちづくり
災害に強いまちづくりとともに、犯罪のない、市民の安全・

安心が確保されるまちづくりを推進

都市内分権の推進
国・府との役割分担を明確にした、権限・財源の移譲など

による地方分権とともに、市民自治によるまちづくりを推進



• 認定こども園の整備などにより、待機児童ゼロに向けた取組を推進中

子育て支援を充実する取組

子どもたちの学ぶ環境を整備
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＜保育料無償化の流れ＞

H22 H28 伸率

堺市 1.36 1.50 10.3%

大阪府 1.33 1.37 3.0％

全国 1.39 1.44 3.6％

＜合計特殊出生率＞

＜全国学力・学習状況調査における学力の状況(全国平均を100)＞

5年間で着実な学力の向上が見られる！

子育てのまち堺・命のつながりへの挑戦！
～生涯安心のまち実現プロジェクト～

 待機児解消の取組  多子世帯の保育料無償化

 子ども医療費助成の実施
• Ｈ22年度より、所得制限な

しで中学校卒業までの助成
を府内で先駆けて開始

• Ｈ31年４月より、高校卒業
までに拡充。所得制限なしで
は、政令市初

このような取組により、

出生率アップ！

待機児童数

利用申込数

H24の 457名 をピークに以降は低水準で推移 ！

 教育環境の改善

 学力向上のための取組

• 校舎の耐震化(H26完了)

• エアコンの設置(H29完了)

• トイレの洋式化を推進

• 小学校少人数学級の実施

• 無料の放課後学習(堺マイスタディ)の実施

• タブレット等ＩＣＴを活用した授業を推進

• ネイティブ・スピーカーなどによる英語教育の充実

H29では
小学校算数Aが

政令市トップ に！
(H30も引続きトップクラス)

共働き
子育てしやすい街

ランキング
（日経ＤＵＡＬ）

2年連続

関西1位
(2015年・2016年)

2017年

関西2位

(2015年・2016年)

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

第2子
2021年度
拡充予定

2020
年度
拡充
予定

2019
年度
拡充
予定

2018
年度
拡充

第3子
以降

2017年度までに無償化を実施済

順次拡大
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利用申込数と待機児童数の推移

• 第3子以降の0～5歳児を対象に保育料を無償化

• Ｈ30年度は、対象を第2子の

5歳児に拡充（次年度以降、

対象年齢を順次拡大予定）



• 近畿大学医学部と附属病院がH35年に開設予定

• 学生、大学・医療関係者が集まることによる賑わいに期待

堺東駅南地区市街地
再開発事業

(H32年度完成予定)

堺市民芸術文化
ホール整備事業

(H31年秋グランドオープン)

大浜北町市有地
活用事業※

(H32年度完成予定)

歴史文化のまち堺・魅力創造への挑戦！
～誇りを持てるまち実現プロジェクト～

世界文化遺産登録により、

約459万人のビジター数の増加、

約338億円の経済波及効果が
見込まれる(※)

※(公財)堺都市政策研究所試算

まちの魅力向上に向けた取組

賑わい と 魅力 があふれ、人々が集うまちに

 近畿大学医学部・附属
病院の開設による人口
誘導効果

泉北
ニュｰタウン
定住人口

泉ヶ丘駅前
地区交流人口

(1日平均)

年間雇用
創出数

1,108人増 5,790人増 1,000人増

歴史文化を活かしたまちづくり スポーツタウン堺の実現をめざして

 百舌鳥・古市古墳群の世界文化遺産登録に向けて

• 大阪の南部、堺市、羽曳野市、藤井寺市の3市にまたがる古墳群
世界最大級の墳墓である仁徳天皇陵古墳は堺市にある

• 平成29年7月、国内推薦に選定(平成３０年1月、閣議了解)

• 平成31年度の世界文化遺産登録を
目指す

 堺市の代表的なスポーツ施設

⁃ 堺市立サッカー・ナショナルトレーニングセンター(Ｊ-GREEN堺)
• 日本最大級のサッカー・フットサル施設

⁃ 原池公園野球場(H32年４月オープン予定)

• プロ野球ファーム戦も開催できる野球場

⁃ 大浜体育館(H33年４月オープン予定)

• 武道館を併設して建替予定

堺市は、ラグビーW杯(2019年)の

公認キャンプ地に決定！

J-GREEN堺は、ワールドマスターズゲームズ
(2021年)のサッカー・フットサル会場に決定！！

 中心市街地の活性化
• 市本庁舎のある堺東駅を中心とした約190haが中心市街地エリア

• 平成27年3月付けで内閣総理大臣から認定された「堺市中心
市街地活性化基本計画」に基づき、現在下記の事業を推進

 泉ヶ丘駅前地域の活性化

 近畿大学医学部・附属
病院の開設による経済
波及効果(毎年)

堺市全体

年間496億円
泉北ニュータウン

年間114億円
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※民間事業者による宿泊施設などの整備を推進

http://jgreen-sakai.jp/guide/soccer/


匠の技が生きるまち堺・低炭素社会への挑戦！
～未来につながるまち実現プロジェクト～

平成24～28年
(5年間)

転入数 転出数 超過数

堺市 235 207 ＋28

大阪府 764 1,068 ▲304

製造品出荷額等 全国 ８位

人口一人当たり製造品出荷額等 政令市 1 位

(平成29年工業統計調査)

 製造品出荷額等の状況

 近年堺市へ本社移転した主な企業

企業名

平成28年 7月 ㈱シャープ

平成28年10月 新日本工機㈱

※ 堺市は、市域を越える府内の移転を含む
※ 大阪府は、都道府県を越える移転の場合のみ

本市産業の状況 市内への投資に対する税の軽減制度

 「堺市ものづくり投資促進条例」による企業投資の促進 (H17～)

 本社企業の転入転出の状況
（(株)帝国データバンク調べ)

認定件数 105件

投資見込額 ＜条例認定分＞ 約1兆500億円

雇用見込数 約6,940人

市内への投資に対する補助金

• 工業に適した土地に投資を誘導することにより、雇用機会、事業機会の
拡大を図り、本市の基幹産業であるものづくりの持続的な発展をめざす

本社転入超過数は
政令市

第2位！

300㎡以上の土地取得を伴う市外からの

本社機能の移転の場合など、5年間で

固定資産税等を最大 3/4 軽減

「堺市ものづくり投資促進条例」の実績 (H17.4～H30.4)

 中小企業の新たな設備投資に係る固定資産税の特例措置
制度を開始(H30.6～)

• 市が認定した中小企業の設備投資にかかる固定資産税(償却資産)を

最大3年間「ゼロ」に軽減

 本社機能、研究開発施設の整備や成長産業分野の挑戦を
支援する「堺市企業成長促進補助金」を創設(H30～ )

• 市内への本社機能等の移転及び拡充を促進

• 企業の研究開発機能の強化を促進

• 市内の中小製造業者が成長産業分野に挑戦する投資を促進
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「堺市中小企業研究開発強化支援補助金」の実績 (H24.4～H30.3)

認定件数 14件

投資見込額 約6億５千万円



匠の技が生きるまち堺・低炭素社会への挑戦！
～未来につながるまち実現プロジェクト～

低炭素エネルギー拠点の形成(臨海部)物流拠点の形成(臨海部)

 阪神高速大和川線をはじめとするインフラの整備や「グリーンフロント
堺」の立地、関西国際空港との地理的な利便性などによる立地
ポテンシャルの高まりにより、大規模物流施設が進出

 先端企業や優れた環境技術を有する
企業が立地

 先進的・革新的技術による省エネの
推進や再生可能エネルギーの活用など
温室効果ガスの大幅な削減を実現

物流拠点 事例

① アマゾンジャパン(株)

② (株)日新

③ カンダホールディングス(株)

④ 丸全昭和運輸(株)

⑤ グッドマンジャパン(株)

⑥ 阪和興業(株)・阪和流通センター大阪(株)

⑦ 三井不動産(株)MFLP堺

⑧ 伊藤忠商事(株)アイミッションズパーク堺

⑨ ラサール不動産投資顧問(株)ロジポート堺

⑩ （株）ロンコジャパン プロフィットマート堺

水素エネルギー拠点としての
可能性・ポテンシャル

低炭素型事業所 事例

① 省エネと創エネの環境先進ファクトリー
グリーンフロント堺 2009年～

② 下水道再生水を活用した熱回収の実施
2009年～

③ 一般廃棄物による発電
市廃棄物処理施設 2013年～

④ 木質系廃棄物による発電
日本ノバポン工業株式会社 2007年～

⑤ 高効率LNGコンバインドサイクル発電
関西電力株式会社 2009年～

⑥ 高効率LNGコンバインドサイクル発電
大阪ガス株式会社 2010年～

⑦ LNG(液化天然ガス)の供給
堺LNG株式会社 2006年～

⑧ LNGの冷熱による液体水素等の製造
株式会社ハイドロエッジ 2006年～

⑨ 廃木材等によるバイオエタノール製造
株式会社DINS堺 2007年～

⑩ 亜臨界水反応による廃棄物の再資源化
リマテック株式会社 2006年～

⑪ 重質油分解装置による軽質油増産
植物由来のバイオ燃料ETBEを調合したバイオガソリン生産
コスモ石油株式会社 2010年～

⑫ 断熱・遮熱性の高いLow-E複層ガラス(エコガラス)製造
セントラル硝子株式会社 2011年～

⑬ リチウムイオン電池用部材製造
宇部興産株式会社 2012年～

⑭ リチウムイオン電池用の高純度アルミニウム製造
昭和電工株式会社 2013年～

⑮ 炭酸ガス回収・再利用による液化炭素の製造
岩谷産業株式会社・コスモ石油株式会社 2014年～

⑯ 堺太陽光発電所(メガソーラー)
関西電力株式会社 2011年～

 臨海部のポテンシャルを活かし、「つくる、つかう、ひろげる」をテーマ
に産学公連携のもと、水素エネルギー社会構築に向けた取組みを
推進

 関西のエネルギーの約65%を取扱
(石油・液化天然ガスなど(金額ベース))

 日本最大級の液化水素プラント
(平成31年には㈱ハイドロエッジが液化水素の製造ラインを増設)

 水素関連の事業所が多く存在
(水素の消費量が全国の約1割(約14億Nm3))

水素関連
投資の誘導
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災害に強いまちづくり

 浸水対策の強化

 堺市総合防災センターの整備 (H33年度開設予定)

• 浸水危険解消重点地区（浸水被害の実績や危険度から
設定）に対し、雨水ポンプ場や雨水幹線管等の整備を推
進（ハード対策）

• 全国に先駆け、溢󠄀水危険箇所の近隣住民に対し、水位
情報のメール配信を実施（ソフト対策）

• 大規模地震等の非常時の機能として、全国からの緊急消防
援助隊等の集結場所としての機能や、支援物資の配送拠点
機能などを有する

施行前 施行後

安心して暮らせるまちづくり

市民が安心、元気なまちづくり

 公共施設の耐震化
• 学校園、保育所、庁舎等については耐震化済

• 緊急交通路となる橋りょうや上下水道施設に

ついても耐震化を推進

 住み慣れた地域でいきいきと暮らせる環境づくり

⁃ がん検診を受診しやすい環境の整備

• H27年度 胃がんリスク検査の導入

• H28年度 胃がん、肺がん検診を
市内医療機関で受診可能に

• H29年度 前立腺がん検査の導入、
コールセンター開設

• H30年度 胃、肺、大腸、子宮、乳がん検診の
自己負担を無償化(2年間限定)

「南海トラフ巨大地震」 や

「上町断層帯地震」に備え、

災害に強いまちづくり を推進

⁃ 高齢者のおでかけを支援
• 65歳以上の市民が、

市内の路線バスや
阪堺電車(路面電車)を
1乗車100円で利用可能に 介護・高齢化対応度

ランキング

府内1位、政令市2位
(日経グローカル 平成27年3月)

「シニアにやさしい街」
総合ランキング

府内1位
(日経グローカル 平成27年3月)
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 堺泉北港堺２区基幹的広域防災拠点
(Ｈ24.4月～)

• 西日本唯一となる基幹的広域防災拠点

• 災害時には救援物資の受け入れ・中継・分配・
搬送を行うとともに、広域支援部隊の集結地・ベ
ースキャンプとして機能

• 南大阪地域における消防防災機関の
中枢として、
南大阪地域の自治体と連携して、各
市町村の消防職団員や
住民の教育訓練施設としての活用も
想定イッスイ

古川下水ポンプ場



ＳＤＧｓ未来都市・堺の取組み
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日本全国のニュータウン再生のモデルに

社会環境

水素を活用した
エネルギー地産地消

システムの構築

高齢者などの
買い物困難者への支援

泉北ニュータウンの再生
～「住・遊・学・働」四方よしのまちへ！～

経済

しごとと雇用の創出へ
健康寿命延伸産業の誘致

 ＳＤＧｓの達成に向けた優れた取組を提案する都市として、平成３０年６月に「ＳＤＧｓ未来都市」に選定

 ＳＤＧｓの達成に向け、先導的な取組を泉北ニュータウンから進める

泉北ニュータウンの現状・現在の取組
• まちびらきから50年が経過した西日本最大級のニュータウン

• 人口減少や少子高齢化の進展等の課題

• 若年・子育て世帯を呼込むため、古くなった公的賃貸住宅の二戸を、広々とした一戸に

リノベーションするプロジェクトや若年夫婦・子育て世帯向けの家賃補助などを実施

泉北ニュータウンの再生に向けたこれからの取組

• 泉北ニュータウンで「社会」「経済」「環境」の取組を進め、誰もが笑顔でいきいきと活躍できる、持続可能なまちを実現



 行財政改革の効果額(単年度)の推移

行財政改革の取組

 第2期行財政改革プログラム (平成26～29年度)

基本姿勢 市民目線によるゼロベースでの総点検

改革の視点 経営資源の有効活用 ／ 活動領域の最適化

取組内容 全86項目(重点分野38項目・推進分野48項目)

目 標 320億円以上の行財政改革を推進

50.5 48.7
40.9 40.1

50.8

0.0

20.0

40.0

60.0

H25 H26 H27 H28 H29

(億円)

公共サービス
改革

■ 市民サービス・区役所機能の充実
■ 多様な主体の連携・協働
■ 民間活力の効果的な活用 ■給付型サービス・受益者負

担の最適化

行政運営
改革

■ 組織機能・人材力の強化
■ 業務プロセス・マネジメントの改善
■ 公営企業改革 ■ 外郭団体改革

財政運営
改革

■ ファシリティマネジメントの推進
■ 歳入の確保・歳出の抑制

これまでの取組

 行財政改革の効果額(平成29年度)

現在推進中の取組

 第3期行財政改革プログラム (平成30～32年度)

行革効果額

50.8 億円⁃ 歳出の削減 26.8億円
• 人件費の削減

• 事務事業の見直し など

⁃ 歳入の確保 24.0億円
• 公有財産の有効活用

• 市税等の収納率の向上 など

⁃ 量の改革だけではなく、質の改革との両面から、公共サービス
改革、行政運営改革、財政運営改革の3つの分野において、
行財政改革に取組む

⁃ これまで行革効果額を目標とし、達成に向けて取組んできたが、
複数のKPI(重要業績評価指標)を設定し、質と量の改革の
取組成果を多面的に測定

• 利用者満足度の向上度合

• 新たな財源の確保度合

• 生産性の向上度合

• 個別取組の進捗度合

本市の持続的発展に向けた

「質の高い公共サービスの実現」と「弾力的な行財政基盤の構築」
目的

公共サービス改革 行政運営改革 財政運営改革

 多様な主体の協働と民間活力の活用の推進
 組織・人員のパフォーマンスの最大化
 費用対効果の向上と財源確保の徹底

【基本姿勢】
「市民目線」と「現場主義」の徹底

【改革の視点】
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職員数の推移 ラスパイレス指数
出典：総務省
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(人)
再任用短時間勤務職員
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H21 6,065人

中期目標 (H27  5,100人)
長期目標 (H31  4,800人)

人口1万人あたりの職員数(普通会計)

出典：総務省

＜ハコモノ資産用途別構成比（延床面積）＞ ＜市民1人当たりの公共施設
延床面積の政令市間比較＞

※ 1人あたり面積：平成25年度公共施設状況調査
(市町村経年比較表 総務省)

※ 人口：平成26年度住民基本台帳人口(各政令市HPより)

要員管理及び公共施設等マネジメント

公共施設等マネジメント

 堺市公共施設等総合管理計画 (平成28～37年度)

• 平成21年を起点として10年間で要員数２割以上削減を目標

《ハコモノ資産に関する目標》

• 延床面積の縮減

施設総量の最適化により

延床面積の約2％を縮減

• 延更新費用の縮減と歳入確保

施設総量の最適化に伴い削減される費

用や行革により財源を捻出

達成
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• 本市の公共施設保有延床面積は、政令市中3番目に
少なく、市民1人当たりの同面積も他市に比べ低い水準

• ハコモノ資産の長寿命化により、30年間で約987億円の
経費を削減。それでも不足する更新費用(年間約10億
円)は、延床面積約2％の縮減等で対応可能
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0.75人に換算）の人数の合計（消防局職員を除く）
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堺市の財政状況について
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平成29年度 普通会計の決算状況

 実質収支は25.4億円と昭和55年から38年連続の黒字

 府費負担教職員制度の見直しに係る人件費が皆増となったことにより、歳入・歳出とも大きく増加

歳入総額と歳出総額の推移 歳入決算額の推移

歳出決算額の推移
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歳入構造の分析

市税

1,344

33.4%

諸収入等

270 

6.7%
地方交付税

・譲与税 321

8.0%

国・府支出金

1,187

29.6%

市債, 

504

12.6%

その他

392

9.7%

自主財源

1,614

40.2%
依存財源

2,404

59.8%

(億円、％)

臨財債

261億円

427 432 437 442 446 

102 116 112 99 113 

564 562 558 561 565 

218 218 219 222 220 

1,311 1,328 1,326 1,324 1,344 

0

500

1,000

1,500

H25 H26 H27 H28 H29

(億円) 個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

37.0%

33.4%
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8.0%

23.8%

29.6%

10.0%
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9.5%
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20政令市平均

堺市

市税 諸収入等 地方交付税・譲与税 国・府支出金 市債 その他

34.2%

33.2%

11.0%

8.4%

39.4%
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15.4%

16.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20政令市平均

堺市

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

 平成29年度は、府費負担教職員に係る人件費の財源措置による
国庫支出金等の増加に伴い依存財源が増加

 景気変動の影響を受けにくい固定資産税の比率が20政令市
平均より高い

• 個人市民税は、納税者数が増えたことにより、増加

• 市税徴収率は、徴収強化により0.4ポイント改善
(H28：97.8％ ⇒ H29：98.2％)

• 法人市民税は、企業収益の改善により増加

 税収構造 歳入の内訳

歳入総額

4,018 億円
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歳出構造の分析

＊人件費については退職手当を除く

※( )前年度比

人件費

841 

21.2%

扶助費 1,245 

31.3%

公債費

342 

8.6%

投資的経費

470 

11.8%

物件費

441 

11.1%

補助費等 253 

6.4%

その他

382 

9.6% 義務的

経費

2,428

61.1%

(億円、％)

440 444 454 444

777

1,083 1,140 1,156 1,204 

1,245 

323
314 333 324

328

15
15

15 14

14
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(億円) 人件費 扶助費 公債費 公債費（三セク分）

20.6%

21.2%

26.2%

31.3%

11.6%

8.6%

10.7%

11.8%

9.5%

11.1%

7.0%

6.4%

14.4%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20政令市

平均

堺市

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 その他

 20政令市平均と比べて公債費負担が少ない

 人件費(退職手当除く)は、府費負担教職員制度の見直しに係る
ものが皆増となったことにより、大きく増加(＋75.0％)

 扶助費は、認定こども園などの利用児童数の増加などに伴う施設
への給付費等が増加したことなどにより、増加(＋3.4％)

 公債費は臨時財政対策債の影響でやや増加(＋1.1％)

 歳出の内訳 (性質別)

歳出総額

3,974 億円
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H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
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扶助費
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経常収支比率、財政力指数の推移

 経常収支比率は、歳入経常一般財源の市税等が増加したものの、歳出経常一般財源の扶助費など社会保障
関係費の増加がそれを上回ったことにより、0.3ポイント上昇

 財政力指数は、ほぼ横ばいで推移

経常収支比率と財政力指数の推移

財政力指数
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経常収支比率(20政令市の状況)

財政力指数(20政令市の状況)
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H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

1,288 1,493 1,644 1,760 1,935

122 98 84 70 56
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市債残高の推移

 臨時財政対策債を除いた市債残高は、近年ほぼ横ばいで推移

 市民一人当たり市債残高は、20政令市中、5番目に少ない

市債残高の推移(普通会計) 市民一人当たりの市債残高(普通会計)
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H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
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180

基金の積立状況

 減債基金への積立などにより、基金残高は増加傾向

 市民一人当たり基金残高は、20政令市中、7番目に多い

基金残高の推移 市民一人当たりの基金残高

84 85 1 1 1

350 333
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170 225 288 328 338
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財政調整基金

減債基金

特定目的基金

定額運用基金
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89.6 78.6 68.9 59.9 50.2 
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特別会計の状況

会 計 別
歳入
決算額

歳出
決算額

実質収支
単年度
収支

都市開発資金 44 44 0 0

国民健康保険 108,538 107,221 1,317 450

公共用地先行取得 4,632 4,632 0 0

母子父子寡婦
福祉資金貸付

496 220 275 114

介護保険 75,164 72,051 3,113 1,207

公債管理 46,976 46,976 0 0

後期高齢者医療 11,457 10,998 460 78

(単位：百万円)

※ 金額については、百万円単位のため、差引等が合わない場合がある

 7会計すべてにおいて、実質収支は黒字

 国民健康保険事業特別会計は、収納コールセンターの活用や、コンビニでの払込対象の拡大などの取組により、
未収金は減少、収納率は前年度から0.55ポイント改善

平成29年度 特別会計決算の状況
国民健康保険料未収金の状況と
国民健康保険料収納率の推移

収納率

8年連続向上

未収金

収納率
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収益的収支 年度末資金収支

※ 会計基準の見直し実施
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公営企業会計の状況

水道事業 下水道事業

収益的収支の状況 収益的収支の状況

 地方公営企業会計基準の見直しの主な内容 ［平成26年度予決算から適用］

• 退職給付引当金の計上を義務化 ⇒ 収益的収支に影響

• 借入資本金を負債に計上。なお、1年以内に返済期限が到来する債務は、流動負債に分類 ⇒ 年度末資金収支に影響

 決算概要

• 収益的収支 ： 12.3億円の黒字 (純利益)

• 年度末資金収支 ： 71.3億円

• 収益的収支 ： 12.5億円の黒字 (純利益)

• 年度末資金収支 ： ▲130.4億円

 決算概要

※ 会計基準の見直し実施
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健全化判断比率

 健全化判断比率(4指標)については、いずれも早期健全化基準を大幅にクリア

 実質公債費比率、将来負担比率ともに低い水準に位置し、良好な数値で推移

健全化判断比率の推移 20政令指定都市の債務状況

健全化
判断比率

H27年度 H28年度 H29年度
【参考】

早期健全化
基準

実質赤字比率
－

（赤字となっていない）
11.25 %

連結赤字比率
－

（赤字となっていない）
16.25 %

実質公債費比率 5.5 % 5.7 % 5.6 % 25.0 %

将来負担比率 15.6 % 17.5 % 22.9 % 400.0 %

実質公債費比率 4位
将来負担比率 4位
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堺市債について



堺市の格付

 平成20年9月30日、ムーディーズより格付を取得

 本市の格付は日本国債と同格付で、BCAは日本の地方公共団体で最高ランク

27

信用力が中級の上位と判断され、

信用リスクが低い債務に対する

格付です

日本の地方公共団体で最高ランク

 格付はAaaからCまで21段階あり
「A1」は上から5番目となります

A1の格付とは

日本国債と同格付を取得

A1
アウトルック

安定的

a2

BCA：a2

BCA：a2

静岡県 広島県 福岡県

札幌市 静岡市 浜松市 福岡市

A1

BCA：a3 新潟県京都市 大阪市名古屋市

日
本

堺市

平成30年9月21日 更新

横浜市

評価内容

比較的小さい債務負担と公債費 地域経済の高い成長性 継続的な経費削減への取組とその実績

堺市の格付 BCA

日本の地方公共団体の格付状況 【ムーディーズ】

政府からの緊急時のサポートを

考慮しない、発行体単独での

信用力についての意見です

 BCAは小文字アルファベットと数字で
表され、「a2」は上から6番目となります

BCAとは



銘柄
下 期

10月 11月 12月 1月 2月 3月

10年債

20年債
(定時償還債)

30年債

(単位：億円)

100

100

① 全国型市場公募債については、次年度以降も、継続的に発行します

② 市場公募債は、マーケット原理に則って条件を決定します

③ 満期一括償還する地方債については、総務省ルールのとおり、毎年確実に減債基金へ積立を行います

④ 健全化判断比率の健全度を継続的に確保するよう、起債管理を行います

起債方針

70 程度

市場公募債の発行予定及び起債方針

市場公募債の発行状況 市場公募債発行予定(平成30年度)
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年度 銘柄名
条件
決定日

年限 発行額
発行
価額

利率
（％）

平成25年度
第1回公募公債 11月1日 20年 150億円 100円 1.586

第2回公募公債 12月11日 10年 100億円 100円 0.728

平成26年度
第1回公募公債 11月14日 30年 150億円 100円 1.664

第2回公募公債 12月5日 10年 100億円 100円 0.451

平成27年度
第1回公募公債 11月11日 30年 120億円 100円 1.527

第2回公募公債 12月4日 10年 100億円 100円 0.484

平成28年度
第1回公募公債 11月11日 30年 100億円 100円 0.633

第2回公募公債 12月7日 10年 100億円 100円 0.165

平成29年度

第1回公募公債 11月10日 30年 120億円 100円 0.910

第2回公募公債 11月10日
20年

（定償）
70億円 100円 0.334

第3回公募公債 12月8日 10年 100億円 100円 0.210



http://www.city.sakai.lg.jp/ http://www.city.sakai.lg.jp/shisei/zaisei/irinfo/

こちらより予算や決算など

堺市の財政状況を

ご覧いただけます。

IR活動への取組

 堺市では、全庁をあげた組織的対応により、信頼性の高い情報をわかりやすく発信していきます

 本市ホームページのトップに「IR情報」のメニューを配置しています

堺市ホームページ トップ画面 堺市 IR情報 トップ画面

IR情報 を

クリック
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お問い合わせ先

 お問い合せ先 堺市 財政局 財政部 資金課

 電話 072-228-7191

 FAX 072-228-7856

 E-mail shikin@city.sakai.lg.jp

 URL http://www.city.sakai.lg.jp/shisei/zaisei/

 本資料は投資家向けに情報提供するものであり、投資に関する売買等の取引を提案、勧誘、助言するものではありません

 本資料に掲載している情報は、修正される場合があります

 本資料内のデータは、信頼できると思われる各種データに基づき作成しておりますが、正確性、完全性を保証するものではありません

 より詳しくお知りになりたい情報や、個別訪問等のご要望がありましたら

下記担当窓口までご連絡ください。

堺市は、皆様のご意見を反映したIR活動をめざしています
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